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第５　メタバースにおける著作物の利用と著
作権
以上述べてきたように、メタバースを構成する素

材については現実世界のものを移行させた場合、完
全な仮想空間を構築した場合のいずれかに応じて、
著作権の権利関係は極めて複雑なものになると考え
られる。

さらに、利用者によるメタバースの利用に伴って

も様々な著作権が関係することとなる。以下、立法
論にも言及しつつこの問題点について検討すること
とする。
１　疑似上演等

（１）メタバースにおいて利用者がアバターを介
して行う行為の中には、現実世界における歌唱
を含む演奏や舞踊等の上演（２条１項16号）や
口述（同項18号）といったアバターによる著作
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物の伝達行為がある。またアバターを介さずと
も現実世界では録音された音源や映像を再生す
ることによる上演、演奏、上映、口述（２条７
項）に該当する行為が行われることもある。

これらの行為は現実世界であれば上演権、演
奏権（22条）、上映権（22条の２）、口述権（24条）
等に該当するが、メタバースにおいてはこれら
は全て公衆送信権（23条）の対象となる行為と
いうことになる。利用者としては現実世界にお
ける利用と同様の認識でいることが多いと思わ
れるが、利用される場が現実世界からメタバー
スに変わることに伴い対応する支分権が大きく
変容してしまうことにより、以下に述べるとお
り著作権法上の例外規定との関係で問題が生じ
ることになる。

（２）まず、上演、演奏、上映、口述（以下包括し
て「上演等」とする）の全ては、「公に」、すな
わち公衆に直接見せ、又は聞かせることを目的
とする（22条）場合のみが権利の対象となって
いる（22条,23条,24条）。「公衆」には特定かつ多
数の者が含まれるとされている（２条５項）こ
とから、「公衆」とは不特定又は多数の者と、逆
にいうと公衆に該当しないのは特定かつ少数の
者が対象である場合と理解されている。従って、
現実世界においては、例えばプライベートな空
間で数名の友人に対して行う上演等は著作権侵
害には該当しないことになる。

メタバースにおいても、特定の空間に入室制
限を設けるなどしてプライベートな空間を設定
することは可能であり、そこで現実世界におけ
る上演等に該当する行為（以下「疑似上演等」
という）の公衆送信を行うことも可能である。

しかし、公衆送信権には送信可能化が含ま
れるとされており（23条）、メタバースに使用
されているサーバーを介して利用行為を行うと、
実際に受信されるのが「公衆」に該当しない特
定かつ少数の者であったとしても、送信可能化
には該当する結果、公衆送信権侵害を侵害する
ことになってしまう。メタバースの利用者から
は今後かかる結論に対する違和感が提起される
可能性が高いと思われる。

そもそも送信可能化とは公衆送信の不可欠の

前提となる、刑法上はいわば予備に該当する行
為である。送信可能化をしたことによって公衆
送信権侵害が成立するという現在の著作権法の
規定からすると、送信可能化がなされた後に実
際になされた公衆送信をどう評価するのか、送
信可能化とは別の新たな法益侵害と捉えるのか、
送信可能化によって既に法益侵害としては評価
され尽くされていることからもはや新たな法益
侵害とは捉えないと考えるのかという問題が明
確になっていない。

かかる立法の背景には、送信可能化が行われ
れば、公衆からのアクセスがありさえすれば実
際の公衆送信が行われるのであるから、あとは
時間の問題であるという認識があった可能性が
ある。しかし、著名な配信プラットフォームに
おけるYouTubeなどにおいても「限定公開」あ
るいは「非公開」といった形での動画・音源の
アップロードは可能となっているし、上記のと
おりメタバースにおいても特定かつ少数の者だ
けが入試可能なプライベートな空間を設定する
ことも可能である。サーバーへのアップロード、
すなわち送信可能化がこのような態様で行われ
ている限りは、情報を把握したり、入室を許可
されたりした者だけが配信されているコンテン
ツを享受できるのであり、公衆送信がなされる
ことが時間の問題であるということはない。

このような現代の配信技術の進歩からすれば、
送信可能化を公衆送信に含めるという制度その
ものを改めるか、少なくとも公衆によるアクセ
ス可能な送信可能化行為だけを公衆送信に含め
る、といった立法上の手当が必要ではないかと
考えられる。かかる制度が実現すれば、現実世
界における「公に」に該当しないメタバースに
おける疑似上演等については公衆送信権侵害に
ならないという結論を導くことが可能になる。

（３）次に、現実世界における上演等については、
営利を目的とせず（非営利）、聴衆・観衆から
料金を徴収せず（無料）、また実演家又は口述
を行う者に対して報酬が支払われない（無報
酬）という３要件を満たすには著作権侵害には
ならないとされている（38条１項）。

メタバースにおける疑似上演等も、非営利・
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無料・無報酬の３要件を満たす場合があると考
えられるが、公衆送信やその前提となる送信可
能化については上演等における38条１項に相当
する規定は設けられていない。従ってそのよう
なメタバースにおける疑似上演等は公衆送信権
侵害ということになる。かかる結論についても、
メタバースの利用者から違和感が提起される可
能性が高いと思われる。

将来的にはメタバースにおける疑似上演等に
ついて、現実世界における上演等に関する38条
１項と同様の規定を設けることは検討されるべ
きだと考えられる。

（４）また、疑似上演等を自己の所持する端末で視
聴する限りであれば「受信装置を用いて公に伝
達」（23条２項）したことにはならないので伝達
権侵害には該当しないと考えられる。ただ、例
えば飲食店において、店舗内に設置した画面に
映し出されるメタバースにおける疑似上演等を
客に視聴させるような場合は、伝達権侵害の可
能性があるということになる。

かかる伝達行為については、放送、有線放送
され、また放送・有線放送に伴う同時配信や追
いかけ配信がなされる著作物の伝達については、
営利を目的とせず（非営利）、聴衆・観衆から
料金を徴収しない（無料）という２要件を満た
す場合、また通常の家庭用受信装置を用いる場
合は伝達権侵害にならないとされている（38条
３項）。しかし、メタバースにおける疑似上演
等の公衆送信は放送、有線放送とは無関係に行
われるものであるから本項には該当せず、伝達
権の侵害ということになる。かかる結論につい
ても、メタバースの利用者から違和感が提起さ
れる可能性が高いと思われる。

そもそも38条３項の規定自体、放送・有線放
送を受信するいわゆるテレビ・ラジオと、公衆送
信を受信する端末がボーダレス化している現代
にそぐわなくなりつつあるところではある１。ま
た、メタバースにおける上演等の配信は、アッ
プロードされたサーバーにアクセスをすればい
つでも視聴できるというものに限られず、上演
等に相当する公衆送信が行われている時点で
アクセスをし、リアルタイムでのみ視聴できる

ものも含まれている。このような公衆送信は理
論的にはともかく、視聴する利用者にとっては
放送・有線放送と何ら差異がないと考えられる。
その意味では、少なくともメタバースにおいて
リアルタイムでのみ視聴が可能な態様で公衆送
信される疑似上演等については,38条３項と同様
の要件の下に、受信装置を用いてこれを公に伝
達をしたとしても伝達権侵害にはならないとい
う規定を設けることも検討されるべきだと考え
られる。

２　疑似展示

前述したとおり、メタバースにおいて美術作品
を鑑賞に供する行為が行われることも想定される。
現実世界において美術作品を鑑賞に供する行為で
ある「展示」については原作品についてのみ展示
権（25条）が認められている。そして、美術の著
作物の原作品の所有者等については、当該美術の
著作物の展示を行うことが著作権の例外規定とし
て認められている（45条）。また、展示に伴って
観覧者用小冊子を作成すること（47条１項）、展
示される作品の解説や紹介を目的として上映や自
動公衆送信を行うこと（同条２項）、展示される
美術の著作物の所在に関する情報を提供するため
に複製や公衆送信を行うこと（同条３項）が認め
られている。

メタバースにおける疑似展示はあくまで「展
示」ではなく公衆送信であるから、これらの規定
の適用はない。メタバースにおいて「原作品」を
デジタライズしたものを疑似展示する場合には、
有体物としての原作品を鑑賞に供させる本来の

「展示」とは明らかに異質な行為であることに加え、
対象となる美術作品はあくまで複製物であり「原
作品」ではないことからも、展示権の問題の対象
外となることにあまり違和感はない。

しかし、近年盛んになっているデジタルアート
については、画面上に映し出すことこそが「展示」
に他ならないのではないかという疑義が生じる。
もちろん、従来から美術作品としての映像作品等
も存在しており、これについては会場において鑑
賞に供させる行為は原作品と複製物の区別のない
上映（２条１項17号）として位置づけられていた
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と考えられる。デジタルアートについてもこれと
同様に考えれば、「上映」と捉えることも可能であ
る。しかし、上映と捉えた場合には、上述した原
作品の所有者による展示や展示に伴う各種の利用
を認めた規定は存在しないので、原作品の所有者
による利用であっても上映権侵害の成立は免れな
いという結論になってしまう。かかる結論に対す
る合理性には疑義があるのではないだろうか。

もちろん、デジタルアートについては所有権を
観念することはできないのであるから、やむを得
ないという見解もあり得る。しかし、デジタルアー
トについては、NFT（非代替性トークン）を用い
ることにより「一点物」の作品が製作され、既に
流通もしている。このような一点物のデジタル
アートについては、「上映」を「展示」と捉え、「疑
似所有者」がこれを画面に映し出すなどにより鑑
賞に供させる行為について著作権侵害の成立を否
定すべきではないかと考えられる２。

そして、かかる解釈をさらに進め、メタバース
においてNFTを用いた一点物のデジタルアートを
鑑賞に供させる行為、すなわち疑似展示について
も、これを公衆送信ではなく「展示」と捉え、現
実世界における展示と同様に、疑似所有者による
疑似展示や疑似展示に伴う各種の利用を認めるべ
きであろう。

第６　メタバースにおける疑似実演と実演家
の権利

１　前提

メタバースにおいて利用者がアバターを介して
現実世界における「実演」（２条１項３号）に相当
する行為（以下「疑似実演」という）を行うこと
がある。これが著作権法上実演に該当し、アバター
を介して疑似実演を行った者に実演家の権利が認
められるのかが問題となる。

ここで注意すべきは、メタバースにおける疑
似実演の中には、既にCGを使用した映像作品な
どで広く行われているモーション・キャプチャー
の手法を用いて、利用者の動きに連動した形でア
バターを動かす場合（以下「キャプチャー型疑似
実演」という）と、キーボードやコントローラー
を操作することによりアバターを動かす場合（以

下「操作型疑似実演」という）とでは「実演」の捉
え方が異なる可能性があるという点である。また、
いずれの疑似実演についても利用者自身の音声が

（ボイスチェインジャーなどを用いた加工が行わ
れるとしても）利用される場合についてはまた別
の観点からの検討が必要と考えられる。

２　キャプチャー型疑似実演について

キャプチャー型疑似実演については、典型的に
は舞踊作品などについての利用が考えられる。ア
バターに実演をさせる前提としてキャプチャーを
される利用者自身による行為があるわけだが、こ
れを「実演」と捉えると（図２）、アバターによる
疑似実演は実演そのものではないということにな
る。実演家の権利の対象となっているのは、実演
家が行った「その実演」（90条の２第１項,90条の
３第１項,91条等）であるから、アバターによる疑
似実演が「その実演」には該当しないという理解
に立つと、実演家の権利は一切及ばないというこ
とになる。かる解釈はアバターが動物等を擬人化
したようなものである場合には理解できなくもな
いが、一定のリアリティのある人物である場合に
は躊躇が残るところではある。しかし、実演家自
身による実演があるにもかかわらず、これと連動
したアバターの疑似実演を「その実演」と捉える
のはやはり無理があると思われる。

そ も そ もCGを 用 い た モ ー シ ョ ン・ キ ャ プ
チャーによる映像にも、擬人化された動物（映画

「パディントン」など）や架空の生物（映画「ロー
ド・オブ・ザ・リング」のゴラムなど）に連動さ
せる場合と、リアルな人物に連動させる場合（映
画「ターミネーター２」のREV-９など）とがある。
特に後者についてはその映像に実演家の権利が及
ぶのかが法解釈上も明確ではないが、現行法の解
釈としてはこれを「その実演」と捉えるのはやは
り困難といわざるを得ない３。

以上より、連動されている実演家自身による実
演を「実演」と捉える限りは、キャプチャー型疑
似実演を「その実演」として実演家の権利が及ぶ
対象と捉えるのは無理があるということになる。

もっとも、連動されている実演家自身による実
演を「実演」と捉えるのではなく、実演家自身に
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よる実演と連動させるという方法で操作したアバ
ターのキャプチャー型疑似実演を「実演」と捉え
る考え方もあり得るところある。このような考え
方をとると、キャプチャー型疑似実演は後述する
操作型疑似実演を何ら異なるところはないという
ことになる。

図２　実演家自身による実演を実演と捉えた場合

（キャプチャー型疑似実演について）

３　操作型疑似実演について

操作型疑似実演においては、利用者がアバター
を操作することにより行われるアバターの疑似実
演そのものを「実演」と捉える余地がある（図３）。
この考え方を前提にすると、操作型実演における
キーボードやコントローラーの操作を実演家自身
による動きと連動させるという方法に代替させた
と考えれば、操作型実演とキャプチャー型実演と
で特に区別する必要はないということになる。

図３　疑似実演を実演家による実演と捉えた場合

（キャプチャー型実演・操作型実演について）

このような考え方については、違和感があるか
もしれないが、例えば実演家による楽器の操作と
連動して楽器から音楽が奏でられることが問題な
く「実演」とされていることからすると、楽器を
メタバースのシステムとアバターに置き換えてし
まえば、アバターを操作することによる実演も楽
器を使った演奏と何ら異ならないのではないかと
いう反論が可能である。

もっとも、「実演」の定義である「演劇的に演じ、
舞い、演奏し、歌い、口演し、朗詠し」という文
言は、沿革的にも人間が肉体を駆使して著作物を
表現する行為が想定されていたことは否定できず、
その意味ではアバターによる疑似実演をこれらに
含めるのは現行法の解釈としては困難といわざる
を得ないであろう。しかし、「芸能的な性質を有
するもの」に該当する場合はあり得ると考えられ
る４。

なお、実演についてはファッションショーに
おいてモデルがポーズをとる行為が実演に該当す
るかが争われた事案において、「モデルのポーズ
と動作の振り付けに著作物性は認められないから、

「著作物を……演ずること」には該当しない。」と
し、また「実演家に著作隣接権が認められる根拠
は、著作物の創作活動に準じたある種の創作的な
活動が行われる点に求められるから、そのような
創作的要素すら認められない場合には、「これら
に類する行為で、著作物を演じないが芸能的な性
質を有するもの」としての実演にも該当しないと
解される。」とした裁判例がある５。

従って、以上の解釈を前提としても、そもそも
アバターによる疑似実演が著作物を演じたと評価
できない場合、あるいは著作物の創作活動に準じ
たある種の創作的な活動が認められない場合には、
アバターによる疑似実演を「実演」と捉えること
は困難である。

４　音声について

アバターによる疑似実演に際し、利用者の歌唱
を含む肉声、また楽器等を用いた演奏等の音声が
用いられる場合があるが、これらはアバターと連
動させるというよりも、利用者自身による音声を
そのままメタバースに利用しているだけであるか

など）とがあるわけだが，特に後者についてはその映像に実演家の権利が及ぶのかが

法解釈上も明確ではないが，現行法の解釈としてはこれを「その実演」と捉えるのはやはり
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ら、基本的にこれらの音声そのものが「実演」に
該当し、これに対して実演家の権利が成立すると
いうことについて疑問の余地はないものと考えら
れる。

５　ワンチャンス主義について

詳細は後述するが、メタバースの世界は全体と
してそれ自体が「映画の著作物」（10条に該当す
るものと考えられるが、映画の著作物と実演家の
権利との関係では、録音権・録画権に基づく許諾
を得た上で映画の著作物に録音・録画された実演、
また録音権・録画権が及ばない態様で映画の著作
物に録音・録画され実演については、当該映画の
二次利用について実演家の権利が及ばないという、
いわゆるワンチャンス主義（91条２項、92条２項
等）が設けられている。

メタバースにおけるアバターの疑似実演を仮に
実演と捉え、実演家の権利が及ぶと理解した場合、
メタバースにおけるアバターの疑似実演の二次利
用についてワンチャンス主義の適用があるのかが
問題となる。

基本的にメタバースにおけるアバターの疑似実
演はリアルタイムで視聴されることが想定されて
おり、公衆送信についての許諾は認められるであ
ろうが、録音・録画されることの許諾があるとは
認められないものと考えられる。よって、ワンチャ
ンス主義の適用もないということになる。もっと
も、この点はメタバースの、あるいはアバターの
利用規約で録音・録画を認める、あるいは実演家
の権利の無償譲渡や実演家人格権の放棄等の条項
を設けることで実務上の問題にはならないと考え
られる。

第７　メタバースの世界全体の著作権
メタバースを構成する諸要素について分析的に

検討をしたが、次に問題となるのはそのようなメタ
バースの世界全体の著作権をどうとらえるかである。

まず、ゲームソフトを「映画の著作物」に該当す
るとした判例からすれば、メタバースの世界が映像
として視聴覚的な効果を生じさせる方法で表現され
ることからすれば、全体として「映画の著作物」に
該当することは否定できないであろう６。

映画の著作物とした場合に、「制作、監督、演出、
撮影、美術等を担当してその映画の著作物の全体的
形成に創作的に寄与した者」（16条）という、いわゆ
るモダン・オーサーに該当する著作者、また、著作
権者である映画製作者（29条１項）、すなわち映画
の著作物の製作に発意と責任を有する者（２条１項
15号）は誰なのかが問題となる。

現在のところ基本的にメタバースは企業が主体と
なって提供している事例が多いようであり、その点
では職務著作（15条１項）に基づき提供主体である
企業が著作者であり、著作権者となる場合が多いも
のと思われる。

職務著作の要件を満たさない場合には、著作者に
ついてはメタバースの世界全体を創造した者という
ことで、共同製作した場合には共同著作者として著
作者人格権を共有することになるものと考えられる。
映画製作者に該当する者は基本的にメタバースの製
作資金を拠出した出資者ということになるであろう。

第８　最後に
以上のとおり、メタバースにおいては様々な著

作権、著作隣接権が錯綜して関係しており、権利関
係が極めて複雑なものとなっている。本稿でも述べ
た、メタバースの世界の構築についての問題は別だ
が、利用者による著作物の利用については基本的に
動画投稿サイトやSNS等における利用と同様であり、
特に目新しい問題はないと理解する節もあるであろ
う。しかし、メタバースで利用される著作物は音楽
や映像など、著作権の集中管理が進んでいるものや、
いわゆるコピペという形で複製物が利用される結果、
AI等を用いた投稿に対する管理が比較的容易なもの
に限られない。美術作品や翻案といった形で利用さ
れる結果、権利侵害の態様も多様化することが予想
される。よって、権利処理や著作権侵害行為に対す
る監視は極めて困難になると考えられる。

メタバースについては、その二次利用も含めて発
展を促す必要性があり、そこでの著作物の利用につ
いて、必要と考えられる禁止権の範囲を残しつつも、
上述したような例外規定を設けたり、集中権利処理
の体制を構築したり、また補償金制度による権利者
との利益調整を図ることが期待される。

本稿はいまだ議論が十分なされていないものも含
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めて、考えられる問題点を抽出してみたつもりでは
あるが、試論の域を出ないものも含まれている。今
後の諸賢による議論がなされることを期待するもの
である。

１　ネットに接続し動画配信サイトのコンテンツを視聴

できるテレビ、放送番組を視聴できるＰＣ、タブレッ

ト、スマホ等が一般的に普及するに至っていることは

周知の事実である。
２　著作権法上は「展示」についての定義規定は存在し

ないので、美術の著作物の種類に対応した利用方法を

柔軟に「展示」と捉えることが可能である。上映権の

対象を映画の著作物以外の著作物にも拡張したという

法改正の経緯も踏まえると、現在では「上映」につい

て「美術の著作物又は写真の著作物に関する展示に該

当する行為を除外する」旨の規定を設けることにより

「上映」と「展示」の区別を明確にすることが可能と考

えられる。
３　「技術の進歩により、一度モーション・キャプチャに

よりデータを作成すれば、俳優等の実演家が不在のま

ま映像作品を制作することも可能になりかねないこと

からすると、本来的に実演家の権利が実演家の機械的

失業に対する補償という観点から認められてきたとい

う沿革からも、このような映像にも実演家の権利を及

ぼす必要性は高いと考えられる。しかし、このような

映像は著作権法が予定している「実演」とは質的に大

きく異なっており、現行法の解釈としてこれを「実演」

と捉えるのは困難ではないだろうか。実演家の権利を

及ぼす必要性は、立法により解決されるべき問題と考

えられる。」との指摘もある（小倉・金井編「著作権

法コンメンタール（改訂版）Ⅰ」69頁（桑野雄一郎））。
４　この問題は、初音ミクなどに代表されるボーカロイ

ドなどを用いたいわゆるバーチャル実演について、こ

れを「実演」と捉えることが可能かという問題にも通

じるものであるが、現時点ではあまり議論がなされて

いない上記「著作権法コンメンタール（改訂版）Ⅰ」

69頁も参照されたい。
５　知財高裁平成26年８月28日判決判時2259号150頁
６　現在は、ビデオゲームが映画の著作物に該当すると

して上映権侵害の成立を認めた東京地裁昭和59年９月

28日判決判時1129号120頁や中古ゲームソフトについ

て映画の著作物に該当するとして頒布権の成立自体

は認めた（但しいわゆる消尽理論を適用して侵害は認

めなかった）最高裁平成14年４月25日判決民集56巻４

号808頁などを踏まえて、映画の著作物の範囲を広く

解釈するのが定説となっている。しかし、前者の判例

は上映権が映画の著作物に限られていた当時のもので、

その後映画以外の著作物にも上映権が認められた現行

法においては上映権侵害の成立を認めるためにビデオ

ゲームを「映画の著作物」であるとする必然性はない。

また、後者の判例も、映画の著作物以外について頒布

権に相応する譲渡権が創設される以前のものであり、

譲渡権が創設された現行法においては譲渡権を適用す

ることが可能であり、あえてゲームソフトを「映画の

著作物」とする必然性はない。むしろ、消尽について

の規定のない頒布権を認めつつ消尽を理由に侵害の成

立を否定した上記再犯の解釈は、譲渡権について消尽

に関する明文規定が設けられていたことからすると法

解釈上もかなり無理があると言わざるを得ない。この

ようなことからすると、映画の著作物の範囲について

は限定的に解釈するべきではないかと考えられる。

−おわり−

（上）は６月15日に掲載


